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■ シンポジウム開催報告 ■ 
「Ｃｈｉｎａ Ｔｏｄａｙ その深層に迫る」 
 
日 時：2014 年 7 月 17 日（木）15：00～17：00 
場 所：JST 東京本部別館 １F ホール 

 
 
【講演概要】 

2012 年秋、18 回党大会で習近平体制がスタートした。それから 1 年半、習リーダーシップは国内政治でもアジ

ア政策でもハードラインで国を率いている。党-国家-軍の三位一体体制はどこまで強靱か、辺境地域の少数者に対

する「テロ」を口実にした抑圧政策はどこまで続くのか、世界第二位の大国になった中国は ( 力を隠して時を待

つ)「韜光養晦」戦略を放棄したのだろうか。中国政治と外交の難問を読み解いていく。 

  

 

【講師紹介】 

毛里 和子（もうり かずこ）氏： 早稲田大学栄誉フェロー・名誉教授 

 

［略歴］ 

お茶の水女子大学卒業、東京都立大学人文科学研究科修了、日本国際問題研究所研究員、

静岡県立大学国際関係学部教授、横浜市立大学国際文化学部教授を経て早稲田大学政治経

済学術院教授。2010 年 3 月定年退職。2013 年 10 月から「新しい日中関係を考える研究

者の会」代表幹事。  
 

現代中国論・東アジア国際関係論が専門。中国から「国際中国学研究貢献奨」(2010 年度)、日本では「石橋湛山

賞」(2007 年度)、「福岡アジア文化賞」(2010 年度)など受賞。2 011 年文化功労者。  
代表作は、『現代中国政治第三版』（2012 年）、『グローバル中国への道程―外交 150 年』（川島真と共著、2009 年）、

『日中関係―戦後から新時代へ』（2006 年）、『周縁からの中国 民族問題と国家』(1998 年)。 
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1．講演録 

 

【開会・講師紹介】 

（JST 中国総合研究交流センター 倉澤副センター長） 

本日は暑い中、研究会にお運びいただき感謝申し上げる。 

 本日は早稲田大学栄誉フェローで名誉教授の毛里和子

先生にお越しいただいた。言わずもがな、毛里先生は日本

の中国研究の大家でおられ、お手元の資料の通り、数々の

大学で教鞭を取られている。若い研究者の指導にも力を入

れられており、最近では「新しい日中関係を考える研究者

の会」というグループを立ち上げて日中関係の再構築に向

け精力的に活動されている。 

 

 

【講演】 

 

 

 今日はお暑い中、日中関係を取り巻く熱い話題のために

お集まりいただきお礼を申し上げる。演題は「China Today 

その深層に迫る」としたが、どこまで深層に迫れるか、自

信はないが、ともかく始めたい。 

中国理解は大変に難しく、日中関係の解析も非常に難し

い。これまで 40 年、中国関係に携わってきたが、このよ

うな状況になるとは夢にも思っていなかった。もっと楽な

道が待っているのではないかと想像していたが、年を経る

につれ苦しくなっているような気がしている。中国は「中

国の夢」を語っているが、私は「日中関係の夢」を語れな

いまま終わってしまうのではないかと悲観的に感じてい

る。今日は日中関係そのものではなく、中国を考えるにあ

たっての柱の部分についてお話したいと考えているが、最

後の方で日中関係における大事なポイントについていく

つか指摘したいと思う。 

私自身は上海に 2年しか住んでおらず、それ以外は短期

訪問を重ねるに留まっている。ここにお集まりいただいて

いる皆さんはたいへんな中国通だと伺った。お仕事等を介

して何十年も中国と付き合ってこられた皆さんは中国の

ことをよくご存知だと思う。今日は、私の考える中国につ

いてお話しするが、皆さんの中国理解に多少でもプラスに

なるところがあれば幸いだ。 

  

 初めに、中国が何故これほどに問題になるのかについて

お話したい。例えば米国はたいへんに大きな国で、日本と

の関係も極めて密である。日米関係で揉めたことも無いわ

けではないが、米国は中国のような問題にはならない。ま

た、イタリア研究をしている友人がいるが、とても幸せそ

うにイタリア政治を分析し、イタリア料理を楽しみ、優雅

に研究を続けながらイタリアから勲章までもらっており、

羨ましく感じてしまう。中国研究はたいへんに苦しい。そ

の差は一体何なのか。ポイントは３つあると思う。 

 第一に中国は大き過ぎるということだ。日本のような小

さな国にとってはあまりにも巨大すぎ、かつ遅れてきた国、

“遅れてきた大国”である。そして中国自身が非常に複雑

な心理状態にある。近代の“被害者”であるという自意識

が極めて強烈で、さらに日本こそが“加害者”であるとい

う認識を持っている。これは最初から具合が悪い。サイズ

がちがいすぎる、遅れてきた中国とそれを踏みつけた日本

という構図が相対すると、それ自体で難しくなる。 

二番目として、中国が少なくとも外部にとって不確かで

不透明であるということも問題をむずかしくさせる。巨大

である上に、不確かで不透明であることが日本にとっては

脅威として映る。もしこれが透明で、政策がオープンであ

れば状況は随分違っただろう。何が起こっているか分から

ない、何を考えているか分からないということで脅威に感

じてしまう。 

私は長い間中国研究をしてきたが、実は中国は単純だと

考えた方がいいのかもしれないと思い始めた。我々日本と

そう大きな違いはない。人々が考えることは殆ど同じで、

同じように権力やお金が大好きな人間が多数いる。国際社

会でパワーを発揮したい、できたら軍事力も強化したい、

富国強兵は素晴らしい、日本人がそう思うのと同様に、中

国人もそう思うだけのこと。特にリーダーたちはそう考え

る。中国を普通の国、普通の人々として見直す必要がある

と思う。 

しかし、三番目のポイントは一番厄介だ。中国は日本に

対して債権国である。日本は少なくとも道徳的な債務を負

い続けており、これが辛い。道徳的であるがゆえに、その

債務は無限に大きく、いつまでたっても無くならない。非

常に厄介だ。これをどうしたらいいかというのが政治家の

仕事だろう。戦前の日本の生き方のツケが戦後に回ってき

ている。戦後の政治家がどのようなアジア対策を取るべき

かという時、債務国日本が道徳的負債をどう返すかという

ことが大事になる。しかしこれが非常に難しい。加害者は

一体いつまで加害者で有り続けなければならないのだろ

うか。加害者の烙印はいつ、どうしたら消えるのだろうか。

今の状態が続く限りは3世代4世代経っても消えないだろ

う。債権国中国、債務国日本という構造、これが日本にと

って中国が特殊に問題になる根源かも知れない。 

 

今日の中国論の骨子となるものを最初に結論としてお

話ししたい。これは中国政治分析のポイントでもある。 

はじめに、中国の政治システムは超安定型だということ。
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共産党、政府・国家 (国家には政府、議会や司法部門－裁

判所も含まれる広義の国家を意味する)と軍という三つの

アクターが三角形を作り、三位一体になっている。三角形

というのは安定しており、どこか足が折れない限りは安定

的に進む。だからこそ、この 30 年にも及ぶ経済成長が支

えられ、今日にいたっても、決定的な綻びはないように見

える。 

先輩の新聞記者から、外れるから “予測”はするなと

忠告を受けたばかりだ。私自身、近い未来は予測できない

と思っている。バイタルな綻びは無いと言ったが、明日急

にひっくり返るようなことがあるかもしれない。例えば

1989 年の天安門事件。あの時はテレビにいろいろな人が

登場して解説と予測をした。当時の主流は、動乱によって

中国共産党の支配は崩壊するとしており、その説を支える

かのように、翌々年ソ連が崩壊した。いよいよ中国も崩壊

する、軍が割れて内乱が起こると明言した人々もいた。し

かし、いつまでもたっても内乱は起こらない。このような

例もあり、いかなる状況下でも我々の手に余る“予測”は

してはならないと肝に銘じた。ともかく、システムとして

みれば今の体制は安定型だ。 

それでは、現体制が安定的なのはなぜだろうか。党と国

家の関係を示した第一表を見てほしい。党と国家を繋ぐパ

イプの役割をしているのは国家機関に設けられた党グル

ープという組織だ。教育部というのは日本でいうところの

文科省で、この党グループは大臣と次官、参事官クラスの

5、6 人で構成されている。一方、中国共産党の中では、

行政部門に相応する “小組”というグループがある。“小

組”は極めて大きな力を持っており、政治局の 4、5 人の

メンバーが“中央文教小組”として教育部を直接指導して

いる。“中央文教小組”と教育部の党グループがぴったり

照応しあいながら政策立案と執行を行うというシステム

は結構壊れにくい。 

 

【表 1 共産党と行政機関の関係 概念図】 

 
 

この体制は 1954 年頃にできたが、1989 年の天安門事件

前後に一度崩れそうになった。当時の党総書記だった趙紫

陽は改革派で、民主化を進めるために党グループと小組を

無くし、党と国家の関係を断ち切ろうとした。しかし思う

ようにいかず、結局、天安門事件で失脚した。いったん無

くなったかに思われた党グループと小組は復活した。以降、

この体制は続いている。柔構造で衝撃に強いということだ。 

しかし、次に強調したいこととして、最近起こった大き

な変化がある。これは鄧小平の下、中国自身が選んだ道だ。

国際的なルールに従う、対外的にオープンにすると思い切

ってドアを開いたのだ。さらに市場メカニズムを導入した。

現在の中国はある面でどこよりも資本主義といえるかも

しれない。ところがその改革開放によって、共産党－中国

自身が大きな変化に直面することになる。グローバル大国

化し、社会構造が大きく変わったのだ。かつては平等こそ

が第一の価値とされていたものが、格差や差別が主流とな

った。農民のための党、労働者のための党とされていたも

のが、エリートの党に変わった。1990 年代後半から、特

に江沢民時代に大きく変わっていったが、この本質的変化

により、さすがの超安定型メカニズムも執拗なボディブロ

ーを受けている状態である。いつまで保つだろうか。 

 

超安定メカニズムではあるが、アキレスの腱がないわけ

ではない。その一つに、軍というアクターをどう党の支配

下に置き続けていくか、がある。この数十年間で中国がこ

れだけ巨大化しながら安定推移した最大の理由は軍をコ

ントロールできたからだ。余談だが、研究者が他国を分析

する際に、起こった変化は分析するが起こらなかったこと

は無視してしまいがちだ。しかし、起こらなかった事の理

由を分析すると事態は意外に分かりやすい。そういう視点

で中国を分析すると、1900 年代から今日まで中国で起こ

らなかったことの最大の一つに、あれほど巨大な難しい体

制の中国において軍事独裁政権が一度も権力をとらなか

ったことがある。袁世凱がやろうとしたことがあったが、

挫折した。1930 年代に軍閥混戦で中国は混乱に陥るが、

これも軍事独裁とは違う。あれだけ大きな国で軍事力が非

常に大事にも関わらず、中国の人々は軍事独裁という政権

を選んではこなかった。これは非常に注目すべき点だ。中

国共産党は断固として党が軍を支配しながら存続してき

た。この中国式シビリアン・コントロールは今のところ生

き続けている。 

先日、徐才厚という上将 (大将)が捕まった。何をした

か具体的に明らかにはされていないが、これまで汚職腐敗

で捕まった軍人の中では最高のポスト、政治家としても最

高クラスだ。それが完全に失脚した。実質、軍のトップだ

った徐氏の捕縛が今後どのような嵐をもたらすか非常に

注目すべきところだが、いかんせん情報が少なく憶測する

しかない。問題の鍵は、党と軍の関係から軍が自立し、軍

が政治に介入すると恐ろしい事態が生まれるかどうか、だ。 

第 2のアキレス腱はリーダーシップ内の抗争だ。Ｓ．ハ

ンチントンという、時代を読むセンスのある政治学者がい

る。彼は 1980 年代後半から 90 年代にかけてのアジアある

いは東欧の遅れた国々の民主化の動きを分析し、ある種の
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法則を導いた。その法則の一つは、後発国において民主化

が成長するのは経済発展の必然的な結果ではなく、リーダ

ー集団が割れるためだ、とした。リーダーシップの中が改

革派と保守派に大きく割れる。平和的に割れるため両グル

ープは話し合いで決着しようとし、結果として非暴力的な

民主化が実現する。台湾しかり、韓国しかり、東欧の国々

しかり。つまり、社会主義体制を取っていた国々が民主化

を実現するには何が条件になるかといえば、経済発展だけ

では難しいということだ。抑圧体制で払うコストをもうこ

れ以上払いきれないと考える人々が分裂することでリー

ダー集団が割れる。 

中国でも 1989 年に割れたことがある。この時、鄧小平

は最終的に、信頼する 8人の老人たちに意見を求めた。学

生たちが天安門の広場に集まっているがどうしたらよい

か聞いたところ、老人たちは軍隊で徹底的にやるべきだと

言う。この時、鄧小平ははじめて政治局の外から決断した

が、これは共産党のトップ集団内部で分化が明示的に出た

唯一のケースだった。 

体制の一番大事なところを握っているリーダーたちが、

体制を崩してはならない、何が何でも共産党独裁体制は守

り切るという認識を共有することが中国の安定を最終的

に保証する。利益絡みのあれこれがあっても最終的にはそ

こで一致するというのが現在の姿だろう。それがある限り、

体制の転換につながるようなリーダーシップ内の抗争は

出てきにくい。 

 

 
 

第 3 の腱は複雑に影響を与えるだろう社会的緊張だ。農

村での暴動、都市部の住民の抗議行動がどのような広がり

をもたらし、政権にどのようなインパクトを与えるかとい

うことだ。 

そして第 4が汚職腐敗の問題。これは体制それ自体を衰

退させる。前近代から現代をみると、王朝は衰退し交代す

る。少々乱暴な言い方だが、共産党による支配もある種の

王朝と言えるかもしれず、これまでの歴史的経験が参考に

なるかもしれない。 

王朝はどういうときに滅びるか。第一に農民の反乱があ

る。農民が食べられなくなり、ナショナルな反乱が起きる。

1860 年代の太平天国の乱がその典型だろう。1900 年の義

和団の乱もそうだ。こうした反乱が権力を蝕み、清朝は

10 年後に崩壊した。また内部からの腐敗もある。例えば、

何故、国民党は共産党に敗れたのか。軍事力や政治力が弱

かったせいもあるが、最大の要因の一つに、内部腐敗が極

めて深刻で民衆の信頼を失ったということがある。崩壊の

鍵を握っている第三の鍵は外部からの侵略、あるいは外か

らの介入だろう。その代表例が中国に対する列強の半植民

地支配だ。1930 年代、国民党の支配が比較的うまくいっ

ていたにも関わらず、長く続かなかったのは、日本が中国

に侵攻したのが最大の原因だろう。 

今の中国をみると農民の反乱も、内部の腐敗も十分考え

られる。しかし、外部からの攻撃についてはどうだろう。

大国化した 21 世紀の中国に対し、外部からの侵略や介入

は考えられるだろうか。米国でさえ中国の言うことを聞く

ようになっていることからすると、外部からの介入が中国

を崩壊に導くというシナリオは考えにくい。 

とはいえ、世界経済の変動に対しては中国は脆弱である。

米国に端を発した 2008 年の金融危機で世界経済が混乱し

たとき、危機は中国をかすめたものの、何とか凌ぐことが

できた。が、韓国、タイといった国々は影響をもろに被っ

た。何故中国は大丈夫だったかといえば、即座に手を打っ

たこともあるだろうが、金融の市場化やグローバル化のレ

ベルがまだ初期段階だったおかげだろう。しかし 2010 年

代に入り、中国はグローバル市場の主人公となってきた。

もし、ニューヨークやロンドンで再び大恐慌が起これば、

今度こそ中国の奥地まで波及するかもしれない。19 世紀

半ばの太平天国の乱やインド大反乱が世界経済の危機を

きっかけに起こったことを考えると、外部からの経済危機

の襲来が中国にとって最大の脅威になるかもしれない。 

 

先ほど、中国の体制は超安定型だと言ったが、それでは

いつまでその安定が続くかを考える時、使えるデータが非

常に少ない。何故データが乏しいかというと、公式データ

が非常に限定的かつ恣意的で客観的なのが出てこないと

いうことと、調査がしにくいという事情がある。米国の研

究者のやり方は巧みだ。中国で社会、経済、市場調査をす

る際は中国人の助けをうまく借りる。中国人といかにチー

ムを組むかが肝要で、中国と共同研究協定を結び、中国人

研究者の名前をフルに活用するのだ。例えば、ハーバード

と北京大学が共同プロジェクトで研究を行えば、中国では

お金も名誉も手に入り、双方にとって非常に喜ばしい。一

方、日本の研究資金は僅かしかなく、名誉も与えられず、

彼らにとっては何のメリットも無い。日本人研究者ができ

ることは“調査”ではなく“参観”だと皮肉られたことも

ある。だからこそ、この中国総合研究交流センターなどが

中心となり、中国と共同研究を進めていくというのは非常

に大事だ。黒子役でもいい。そうすれば、日本の調査方法

が中国にとって強力な参照材料となり、中国の手助けをす

ることもできる。日本だけでは中国を調査できない。中国

の手を借りなければならないのだ。これからの中国を知る

ためにも共同研究は不可欠だ。公式データだけをいじって

いても中国を分析することは出来ないだろう。 

 

 中国政治についての私の考え方の 2 番目のポイントは

派閥問題だ。参考として紹介したいのは朝日新聞出版から

出した『21 世紀の中国 政治・社会篇』という本で、テ
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レビ朝日の人気キャスターだった加藤千洋さんと元外交

官の美根慶樹さんと共同で書いたものだ。比較的世俗的な

中央政治について出来るだけ読みやすく書いたが、そこで

派閥について述べている。2012 年に名古屋大学出版から

出した『現代中国政治』という本は少し難しいかもしれな

い。 

中国政治を語るとき必ず派閥問題が出てくる。勿論それ

は日本も同じで、基本的派閥構造は政治権力がある限り無

くなるものではない。中国における派閥だが、共産党内で

は３つの分岐による派閥がもっとも説得的だ。一つは出身

によるもので、共産主義青年団出身か、あるいは近親者に

政治的エリートがいるいわゆる“太子党”（日本でいう二

世議員、三世議員）か、という出身による違いだ。二つ目

が地域によるもので、例えば、2012～2013 年に重慶が大

混乱したときの重慶派と広東派が挙げられる。重慶派は保

守的な原理派で、広東派は海外と連携したい市場派だ。ま

た、上海と北京では権力の独特の分布が政府内にも関係す

る。奥地か沿海かというのも経済政策の違いを反映してい

る。 

三つ目が政策やイデオロギーの違いによるものだ。今の

中国のイデオロギーは新左派と保守派、リベラルの３つに

分かれるといわれている。しかし、その境界線をどこに引

くかは難しい。新左派は『烏有之郷』というサイトを持ち、

毛沢東時代が良かったとする非常に保守的な左派だ。保守

派は社会主義で共産党の一党支配を守ろうと主張してい

る。リベラルは民主化や自由化を支持し、経済改革だけで

なく政治改革も進めるべきとする。だがリベラルにも様々

なリベラル派がいて、はっきり三つに分けるのは難しい。

あくまでも大まかな傾向だと考える方がよい。 

 

それぞれが明確な派閥を形成するにはいたっていない

が、最近の顕著な動きとして利益集団が政治の世界に出て

きて注視されている。私自身、2005 年から６年にかけて、

中国の外交は変わったと感じ始めた。利益集団が顕著に表

れているのは海洋資源や石油資本を背景におく国有企業

と、そこに関与するところの軍である。海洋覇権は、例え

ば軍事費を増額することができるとか軍艦が何艘も増え

るなど、軍にとって極めて大きな利益になる。実態は掴み

にくいが、海洋資源や石油資本をもつ国有企業と軍が関係

することにより、強力な派閥が形成されつつあると見るこ

とは可能である。 

南シナ海や東シナ海における昨今の強硬な中国外交や

軍の動きをみていると、大きな転換期がきているのではな

いかと思われる。軍と国有企業、資源エネルギーグループ

が癒着した一種の超利益集団が外交に関与しているので

はないかと感じられることがある。あるヨーロッパの研究

者はそれについてインタビューを中心に本を書いた (リ

ンダ・ヤーコブソンなど『中国の新しい対外政策』岩波現

代文庫、2011 年)。裏付け資料も無く、確たる証拠も見つ

からないが、傾向としては対外政策決定に際して外交部や

政治局が非常に弱いのではないか。習近平のリーダーシッ

プの脆弱さにつけこんで、対外政策を左右する強力な利益

集団が登場したのかもしれない。 

派閥についての最後のポイントは、遠くない将来、中国

統治集団内に利益集団をもとにした明示的な派閥が出て

くるかもしれないということだ。それは 10 年以上経つと

共産党とは異なる政党になるかもしれない。非暴力的な多

党制化への道は可能性として否定できない。 

 

中国における国会、全国人民代表大会は、毎年 3月に 2

週間開催される。一応選挙はあるが、どんな場合でも共産

党の絶対的多数は保障されている。第二表を見てほしい。

第 10 期は 2003 年～2007 年までが任期だったが、この表

の通り、代表総数 2,985 人中、共産党党員が 2,178 人で

72.98％、4 人のうち 3 人弱が党員だ。その前の第 9 期も

同様の傾向で、共産党員の比率が一番小さいのは 1950 年

代と 60 年代前半、文化大革命の前で随分と昔だ。全体の

4分の 3を握っていれば何があろうが決められる。圧倒的

に強い。このように中国は安定的な体制ができており、な

かなかひっくり返らない。しかし執拗なボディブローがそ

のうち効いてくるかもしれないと先程お話ししたが、それ

は一番大事なアクターである中国共産党自身が変わって

きたからだ。それについて説明したい。 

 

【第二表  全国人民代表大会の構成】 

 
 

これはごく最近のデータを使って作成した表だ（第三表

参照）。7 月 1 日が中国共産党創立記念日のため、6 月 30

日に党員データを公表する。黄色部分はそのデータを利用

している。党員数は昨年末現在、およそ 8,668 万人で 1

億に近づいてきている。ブルーカラーとされる労働者（工

人）は 8.5％、これは 2002 年では郷鎮企業職工、農牧漁

民と含めて 45％あったが急激に減っている。多いのは機

関幹部企業管理・技術要員である。 

学歴その他のところをみると、大学、専門学校以上の学

歴を持つ人が 8,668 万人の 41.6％、およそ 4 割で 3,500

万人くらいだろうか。中国全体における大卒者の割合は

5％に満たないのに、党だけだと 40％強もある。つまり、
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共産党は中国全体を反映しておらず、特殊にエリートが結

集している、尋常ではない集団だ。 

 

【第三表中国共産党の変身】 

 
 

現在の中国の体制については経済学者を中心としてい

ろいろな議論がある。今の中国における括弧付き資本主義

は国家資本主義であり、一般的な市場型の資本主義とは全

く違うという見解が特に米国から強く出ている。経済に国

家が介入し、国有企業を保護し、民間資本が強く抑えられ

ているとして、米国は中国の国家的資本主義を批判してい

る。 

 

中国共産党のイデオロギー部門の中枢である中共中央

党学校には何故かリベラルが集中している。最近、とりわ

け年配の学者がリベラルで自由に発言するケースが目立

つ。その中央党校の杜光氏や元新華社通信の記者だった楊

継縄氏は新左派の『烏有之郷』と対極にいる人達で、かな

り言いたい事を言っている。曰く、2006 年以来、国有企

業が保護される政策が行われ、国有企業が進撃し、民営企

業が退いていると (国進民退)。その結果生じたのが権貴

資本主義と権貴資産階級で、学歴、権力、財力の３つが集

中したものを握って行う資本主義が権貴資本主義だとい

う。これを改めなければ先々大変なことになると警鐘を鳴

らしているが、これは少数派だ。 

これは私の考えだが、資源・エネルギーにかかわる巨大

な国有企業、海洋資源と軍の共同体的な関係は極めて大き

い力をもって中国経済を支配している。例えば、中国にお

ける石油価格は誰が決めるかというと、国務院の中の発展

と改革委員会が決定権を持っている。発展と改革委員会は

かつての計画経済委員会で、日本でいうところの財務省、

経産省、建設省といった経済に大きな力を持つ役所を全部

集めたような組織だ。石油価格は市場で動いているわけで

はない。特に資源関係－鉄、石炭、石油、天然ガス－、自

動車と通信モバイルが寡占資本によって牛耳られている 

(２０１４年７月末についに拘束された前政治局常務委員

の周永康は石油派のボスである)。 

データとしては少々古いが、Fortune の 2010 年世界企

業ランキングから中国企業がどれくらい入っているかを

みてみると、国内ランクの 10 位までが石油化学、天然ガ

ス、銀行、通信、鉄道、保険会社、銀行で、国内 5位まで

が世界ランクの 100 位内に入っている。いずれも国有ない

し巨大な独占企業でグローバル企業だ。 

 

 次に、 “体制の安定”を脅かす要素がどれくらいある

かを見るために、負のインデックスを 3点ほど挙げて考え

てみよう。1点目は社会的格差の問題で、中国の社会科学

院系列の研究者が出したジニ係数からみてみよう。ジニ係

数が 0.35 を超えると危機レベルに入り、格差の大きさか

ら社会不安が募り、これが 0.4 以上になると大変な事態に

なるという。中国の 2008 年までの変化をみると、2000 年

が 0.412、2008 年が 0.458 と上がっており、世界銀行の評

価でも 2010 年の段階で 0.47 としている。中国のある研究

者は 2012 年に 0.61 を超えたともいう。格差は危機の臨界

まで拡大しているようである。 

 次に、格差と関係がある階層化の状況はどうだろう。か

つて毛沢東時代の中国では平等であることに基本的な価

値が置かれていた。貧しくとも平等であるということが大

事で、曰く、「不患貧 患不均」（乏しきを憂えず、等しか

らざるを憂う）と。人々は格差に対して強く反応した。こ

れが経済の成長にとっては大きな障碍となった。しかし、

改革開放の 1978 年以降、鄧小平の取った方針は格差の是

認で、一部の富裕層は出て構わないとした。先に紹介した

元新華社通信の楊継縄氏は、その結果、階層社会が明確に

出てきたと言う。 

 

 

 

楊氏は『中国当代社会階層分析』という本の中で中国は

５つの階層に分かれてきたとしている(第四表)。彼は元新

華社の記者ゆえ、自分が行った 1990 年代の調査データを

はじめ多くのデータを持っており、それを元に分析を行っ

たようだ。2000 年の状況として、ごく少数の最上部が下

層にいる多数の貧しい人々を支配しているとした。トップ

の“上等階層”は中高級官僚、国有大型企業の正副責任者
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などで、その概数は 1,200 万人、経済人口中の 1.5％だと

いう。その下に“上中等階層”（高級知識人、中高層幹部、

国有・省有企業の中高級管理要員、中型企業社長など）が

2,500 万人で 3.2％。この二層を合わせた 4.7％に財が集

中しており、およそ 5％の富裕層が 95％の人々を経済的に

支配しているとした。最下層である“下等階層”は 1億人

以上、“中下等階層”には農民工が含まれるが、農民工だ

けでも 2億人を超えており、それらを合わせると 5億人以

上になる。中間層が多く出て来れば安定的に推移するとい

うのが社会学者の視点だが、楊氏の分析によれば“中等階

層”は極めて弱いという。今後も追跡調査する必要がある

が、絶対的多数は貧困層で、ごく少数に富が集中している

ことが第 2の負のインデックスになる。 

 

 
 

第 3 のインデックスは腐敗問題だ。これを調べるのは難

しく、残念ながら人の研究に依存せざるを得ない。

『 Corruption Perceptions Index. Transparency 

International Annual Report』の表によると、ポイント

が高くなるほど腐敗認知指数は上がる、つまり廉潔度が下

がるということを意味する。2011 年データでは、中国は

世界 182 ヶ国のうち大体中間の 75 番目に位置している。

調査開始の 2004 年からみても腐敗の程度が下がっている

ということはない。現状をみると非常に深刻になっている

と思う。『財経』の腐敗報道は体系的で多数の客観的デー

タが出ている。中国では珍しく依拠できるデータを提供し

てくれる。私も、財経のデータを使いながら中国の腐敗と

官僚独占体制について本を書いてみたいと考えている。 

 

 さて、中国のグローバル化と脅威をめぐる話題に移りた

い。第五表は 1990 年と 2020 年予測の GDP 分布図である。

1990 年に中国が世界の GDP に占めた割合は 2％で日本は

16％だった。東京でオリンピックの開かれる 2020 年には

どうなるかというと、IMF データからの予測では中国が

15％、米国が 22％、日本は 6％となっている。たった 30

年間で 2％から 15％への激変だ。今の成長が維持されれば、

この数字は 17、8～20％にまでなるかもしれず、そうなる

と米国と拮抗するような時代に入る。 

 

【第五表 世界の GDP 分布、1990 年，2010 年予測】 

 

もう一つ、中国の富国強兵的な状況を国防費の推移にみ

ることができる。軍事費は分かりにくいため中国の公式数

字を使うしかないが、1988 年から 2014 年までの推移をみ

ると、中国国防費が長期に、急激に増加しているのが分か

る。特に 2000 年代に入ってからは毎年二桁成長によって、

2004 年がおよそ 2000 億元、2014 年が 8000 億元と、10 年

間で 4倍にも増えている。これが具体的にどういうことか

は専門家が分析しているところだ。 

 

 では、これから中国はどういう国になるのだろうか。経

済史家アングスの試算によれば、中国の GDP が世界で占め

る割合が一番高かったのは 1820 年で、この時世界の GDP

の 32％を占めていたという。欧米では、最近の中国の高

度成長をみて、欧米が世界の覇権を握ってきたのはたかだ

かこの 300 年でしかない、中国がかつて 19 世紀に 3 割の

GDP を持っていたことを思えば覇権の地位を中国に譲ら

ざるを得ないのではないか、という意見も出ている。 

 

中国がかつてのように帝国になるかどうか、あるいはそ

れが望ましいかどうか。それを考えてみよう。帝国にはい

くつかタイプがある。現代米国に代表されるような覇権的

帝国、あるいは清、明王朝のような古典的帝国を頭におき

ながら、帝国となるにはどのような条件が必要かを考えた

とき、藤原帰一氏の主張によれば、帝国になるための“条

件”があるという。第一に世界に公共財を提供できるか、

どういう公共財か。第二に文化力を提供できるか。例えば

米国はミッションとしての民主主義や自由を発信してお

り、それが世界の帝国としての米国を支えている。それで

は中国は儒教を再生することによって文化力を提供でき

るだろうか。第三に自分の周縁に自立的国民経済を許さな

いグローバルな経済力を提供できるか。第四に帝国になり

たいという気持ちがあるか。世界秩序のメトロポールたる
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「帝国」になりたいという欲望があるか (藤原帰一『デモ

クラシーの帝国』岩波新書、2002 年)。 

これらを全て合わせて中国を考えると、今の段階では難

しいように思う。中国は世界に公共財を提供することはで

きないだろう。世界的価値からも遠い。文化的支配的価値

については、人権問題を取り巻く状況が大きく変わらなけ

れば世界から尊敬を得ることは出来ない。グローバルな経

済力は可能かもしれないが、帝国化するよりも巨大な国民

国家として主権を維持する近代的主権国家に非常にこだ

わる。帝国への欲望を本当に持つかどうかは疑問のあると

ころで、帝国としての中国を想定しながらグローバルな状

況を考えるのには無理がある。 

 

中華帝国の時代、チベットやトルキスタンに対して、王

朝はかなり寛容な統治を行った。だが、近代国民国家を希

求する現代中国の周縁支配は厳格である。昨今のウルムチ

やカシュガルなど南新疆地区での悲劇的状況は明らかに

おかしい。ウイグル人に対する当局の対応は過剰反応とし

か言いようがなく、悲劇の種をまいているようなものだ。

これではますます暴力の報復と連鎖が続こう。ウイグルと

漢族との間の問題は次世代以降も続くだろう。 

 新疆における漢族は 1949 年には 6.7％だったが、2005

年には 39.6％に増えている。いつ増えたかというと 1960

年代で、エネルギーや綿花という資源を求めた漢族の幹部

が開発のために大量に入ってきた。いわば国内植民だ。 

１９世紀から２０世紀、東トルキスタンと漢族の抗争の

歴史もある。日中和解が難しいながらも必要なのと同じく、

中国においては漢族とウイグル、あるいはチベットと漢族

との真の和解が必要だ。しかしこれは極めて難しい問題に

なっている。 

 

さて、日中関係に入ろう。日中は、2012 年から非常に

難しい構造に変わったという感触を持っている。価値、パ

ワー、利益の三層構造レベルにイシューが綺麗に分かれて

いると処理しやすいのだが、今では歴史・価値レベル、パ

ワーレベル、具体的な利益レベルといった３つが絡み合っ

て切り離すことができなくなっている。つまり、日中はト

ータルな対抗関係に変わってしまったのではないか。2012

年 9 月 25 日に国務院が出した「釣魚島白書」を読むと、

問題は単なる領土問題ではなく、中国は歴史問題などにも

絡めて全面的抗争にしていくつもりではないかとさえ思

えてくる。一部の利益集団あるいは軍部が主導してやって

いるのかどうかは分からないが、状況はこれまでの日中関

係とかなり違う。 

 

日中関係の構造が変わったことを示す三つの状況があ

る。一つは、対抗のレベルが、価値・バワー・具体的な利

益レベルと三つのレベルすべてになっていること、もう一

つは，長期にこの対抗が続きそうなこと、さらに、双方と

も相手に対して原理主義的に対抗しようとしていること 

である。安倍政権は、「戦後体制からの脱却」、「普通の国」

を狙っているし、他方中国は、１５０年来列強に支配され

てきた「怨み」を晴らし、「一等国」として認知されるこ

とを求めている (王緝思・北京大学教授の『朝日新聞』イ

ンタヴュー ＜2012 年 10 月 25 日＞)。 

異論もあろうが、私には安倍政権の対中、安全保障政策

はネオコンサバティズムにみえる。中国は安倍氏を古いナ

ショナリストとみているが、そうではなく、彼は、憲法 9

条を頂点にするところの戦後の平和主義に対するリベン

ジとして自衛防衛力をもった「普通の軍事大国」にするこ

とを目標にしているのではないか。そして、それを支持す

るネオ・ナショナリストが彼を支えている、そういう意味

で原理主義的だと思う。 

一方、習近平は「中国の夢」といっているが、近代 150

年の怨みを晴らすことだけでなく、昨今のきびしい外交行

動を見るにつけ、例えばサンフランシスコ条約から排除さ

れたような「冷戦期の不当な扱い」に対してのリベンジを

狙っているようである。だとすれば、これからの日中抗争

は相当にきびしいものになることを覚悟しなければなら

ない。日中両国とも政治的リーダーの役割はきわめて大き

い。両国の政治家は、まず、紛争を軍事化させないための

緊急措置を講じる責任がある。 

 

もう一点付け加えたい。ウルトラ・リアリストの国際政

治学者閻学通教授 ( 清華大学)が朝日新聞のインタビュ

ーで、現在中国が持っている二国間関係を４つにタイプに

整理した。一つは友好・協力の関係 (ロシア)、２つ目は 普

通の善隣協力関係(ドイツやフランス)、３つ目は新型大国

関係 (時に戦略的に対立するが、時に戦略的に仲良くやる

という対米関係)。そして 4 つ目が対抗の関係で、日本が

これに当たる、とした( 『朝日新聞』2014 年 4 月 11 日)。

こうなると、日中の今日の対立は単なる島をめぐる領土の

紛争ではなく、全面的対抗の関係となり、改善への展望も

見えにくくなる。 

 

最後に、日中関係を建て直すための私の考えを述べたい。

ご異論はあるかもしれないが、「尖閣は日中暗黙の了解説」

について紹介したい。1979 年 5 月 31 日の読売新聞の社説

は尖閣問題は棚上げになったと主張している。日中間暗黙

の了解の棚上げゆえ、これを紛争の種にしてはいけないと

はっきり主張した。このラインは変わってしまったのだろ

うか。1972 年に「触れないでおこう方式」で処理し、78

年には非常に曖昧ながら両国信頼関係のもとに棚上げで

暗黙の合意ができそうだとしていたものを、今、双方で取

り消し合っているようなものだ。国家のリーダーたるもの、

かつて相手国と合意にたどりついたことを継承する義務

が必ずあるはずだ。また、主要メディアの社説は当然引き

継がれるべきだ。『読売新聞』がこの社説を公式に取り消

したということは聞いていない。 

 

去年の秋、中国研究者の有志が集まって「新しい日中関

係を考える研究者の会」を立ち上げた。今秋 11 月 30 日に
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は中国総合研究交流センターと共催で「国際和解学シンポ

ジウム」を開催させていただく。どういう議論が出てくる

か分からないが、政治団体ではないので学術的な議論を行

いたい。次代に引き継いでいくためにも、我々は日中和解

への道を探り当てないといけない。会としての力は小さい

かもしれないが、研究者たちが努力することで、少しでも

改善に寄与したいと考えている。中国総合研究交流センタ

ーには多大なご協力をいただいており、この場を借りて改

めて感謝申し上げたい。 

ご清聴ありがとうございました。 

 

 

 

【質疑･応答】 

（JST 中国総合研究交流センター 倉澤副センター長） 

 整理されたお話で重層的構造が分かりやすかった。ご質

問のある方は挙手を。 

 

（フロア） 

 日中関係を今一度平和な状況にもっていくためには信

頼を構築するという話が出たが、そのためには何が必要な

のだろうか。今の中国の状況をみると、問題になっている

のは腐敗や国内の安定的成長の維持で、そういったところ

に重要な点があるように思える。我々が信頼を得るために

は、環境や生活といった市民に直結したところを支援して

いくことが役立つのではないだろうか。そしてそれはアジ

ア全体の成長にも共通に結びつくように思う。今、日本は

PM2.5 など環境問題を支援するといっているが、それはど

の程度、中国の人々の信頼構築に役立つだろう。その辺に

ついて先生の見解を伺いたい。 

 

（毛里） 

 日本と中国の関係は難しい。日本にとって中国が難しい

ように、中国も日本をどう扱っていいか分からないのだと

思う。中国は外交がうまいはずなのだが、日本に対しては

そうではない。思うに、日中にとって大事なことは、相手

に対する敬意だと思う。中国国内にもいろいろな意見や問

題があるが、それらは中国人自身が解決すべきことであっ

て、私たちが大きく介入することではないかもしれない。

私たちは伝統中国に対する敬意を、貧困の大国が 30 年で

これだけ豊かになったことに対する敬意を表明しないと

いけない。日本の援助だけで成長したわけではなく、中国

自身が選んできた政策ゆえの成長でもある。特にリーダー

が敬意を表明することが大事だ。例えば、1998 年に小渕

総理と金大中大統領が見事な共同宣言を出した。日韓関係

が今何故こうも悪くなってしまったのかきちんとした分

析が必要だが、1998 年に優れた共同宣言を出した両国の

関係は必ず元に戻れると信じている。日中間でもリーダー

が相手への敬意を表明することが大事だ。日本だけでなく、

中国もそうする必要がある。戦後の日本の平和主義が東ア

ジアにどれだけ貢献しただろうか。日本のアジアへの貢献

を中国も認めなければいけない。リーダーたちはパラダイ

ム転換をしてほしい。もし、今それをやれば、最悪な状況

は避けられるかもしれない。中国でも環境問題への関心は

高く、市民運動も出ている。パラダイム転換の一つとして、

環境技術や環境と経済といったところで日本が提示でき

ることはたくさんあるだろうし、環境分野での優れた経験

を日本はアジアの公共財にしていくことが必要だ。 

 

（フロア） 

 日中関係について経済的観点から伺いたい。日本企業は

今や中国なしではやっていけない状況になっている。三菱

ＵＦＪフィナンシャルグループは中国本土で1兆5千億円

以上貸し出している。これは前年度比で 40％以上の増加

で、金利が 6％として手数料だけで一千億円にもなる。他

のメガバンクも同様だ。また、日立や三菱重工といった企

業にとっても中国は米国以上のマーケットになっている。

例えばピジョンだが、日本では赤ちゃんが減っているのに、

5年連続で最高利益を更新しており、その売り上げの半分

は中国だ。政治的には難しい構造になっていても経済的に

は違う面がある。日本企業がおよそ 2000 万人も雇用して

いることから、中国は日本企業を追い出せない。複雑な構

造の裏側で日中の経済が一体化している。政治面の対立は

解消できなくてもこのような経済関係が続くのか、もしく

はどこかで壊れることがあると覚悟しないといけないの

だろうか。先生の観点をお伺いしたい。 

 

（毛里） 

 これは非常に難しい質問だ。2005 年頃だったろうか、

かつて小泉総理が靖国に参拝していたとき、経団連ではな

く同友会だったと記憶しているが、日中関係は経済にとっ

ても大事ゆえ参拝を見合わせるべきだという声明を発表

したことがある。財界がああいういう形で動くのは珍しい

ことだった。しかし今はその頃と状況が異なる。安倍首相

の企業優遇政策に財界が遠慮するところもあるかもしれ

ないが、財界も動きにくくなっている。おそらくは日中の

経済関係をこのままにしていていいということではない

と思う。とすれば、どこかで財界が日中関係改善にはっき

りイニシアチブをとることが大事で、そのタイミングも重

要だろう。財界の動きに期待したい。 

 日中双方、政界の中枢は身動きできない。こうなると財
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界だけではなく、例えば福岡では中国の船が来ないと経済

的にだめだというように、地方にもいまの日中関係を改善

するイニシアチブを取ってほしいと願っている。 

 

（ＪＳＴ 倉澤副センター長） 

 司会から恐縮だが、一点伺いたい。 

閻学通氏の新聞インタビューだが、その前のインタビュ

ーでも西洋的価値観や民主主義、人権に対しても否定的で、

それが全てではないという言い方をしていた。つまり、普

遍的価値とは何かということで、何よりも中国の徳が上位

に位置するという考え方に驚いた。これは中国国内でどの

くらい支持を集めているのか、またはネオコンサバティブ

の一部の意見にすぎないのか。 

 

（毛里） 

 閻氏がどの程度正直に話しているかは分からない。政治

的な配慮をしながら波及効果を考えつつ発言していると

思う。2010 年頃だったか、中国がグローバル大国で日本

を追い越すというときに、中国の学界で中国モデル論とい

うものが流行した。発展途上国の一つのモデルとして、権

威主義体制が経済に寄与し、国家資本主義によって経済発

展が可能だとするもので、それにより成功モデルとしての

中国の経験を評価するというものだ。中国モデル論支持派

は保守派であり、対外政策でも強硬派を構成している。 

しかし中国の学界は比較的健全で、また多様である。一

元的なものと捉えると間違いをおかす。我々が接する人達

の中にも市民派もいれば閻氏のような人もいるし、グロー

バリズムに近い人もいる。様々な議論が展開されており、

今のところ学界の主流を中国モデル論が占めているとは

いえないと思う。ただ、領土問題をめぐる議論が出るとナ

ショナリズムに反することは言いにくくなり、それが一種

の罠のようになる。中国内のインテリはそういった風潮の

中で発言するので、発言の読み取り方は慎重でなければな

らない。 

 

（フロア） 

 10 年程前に中国の人と話をしたら、「中国はいざとなっ

たら絶対に損となることはしないので戦争はしない。香港

返還の際も、結局何も無かったので大丈夫だ。」と言って

いた。また、「13 億 14 億の人間を束ねるためには命令で

抑えるしかなく、それを納得していくしかない」とも言っ

ていた。この観点について先生はどう思われるか。 

 

（毛里） 

 経済的利益が彼らの思考の中心であり核心であるとい

うのはその通りだと思う。先にもお話した通り、起こった

ことではなく起こらなかったことを考えると、過去に軍事

独裁は起こっていない。毛沢東は冷戦期に米国ときびしく

対決しながら、ベトナム戦争に決して介入しようとはしな

かった。軍事的な戦争がもたらす悲劇を避けるという判断

があったと思う。 

たが、日本が注意すべきことは、中国は政治的目的を達

成するために敢えて軍事行動を取る場合があるというこ

とだ。例えば 1979 年 2 月、中国はベトナムを「懲罰する」

と出兵したが、一ヶ月もたたないうちに撤兵した。当時、

軍事的目標はなく、単にベトナムを「成敗」すればいいと

いう政治的意図だけだった。尖閣問題で心配なのは、この

ようなことを中国がするかもしれないということだ。尖閣

を占領するためではなく、政治的目的のために軍事行為を

行う。それこそが恐ろしい。日中は国防省と防衛省間で衝

突を回避するためのメカニズムを大至急作らなければい

けない。 

ご質問の「納得か命令か」ということだが、上から下へ

の力は極めて大きい。それが中国人にとって一番落ち着く

形なのだろう。下から上というのは馴染まないし、時間も

かかる。鄧小平も下から上、三権分立などまどろっこしい

ことはやっていられないとした。民主主義はまどろっこし

いしコストもかかる。なおかつとても壊れやすい。それで

もこれまで存在した制度の内、民主主義より優れた制度は

ない、というのが今の政治学の考え方で、中国の一般市民

がそう思うようになるには、まだ一定の時間が必要なのか

も知れない。 

 

【閉会】 

（JST 中国総合研究交流センター 倉澤副センター長） 

 

本日は長時間ありがとうございました。 

 

 

               （了） 

 

 


